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経営一言：変化を先取りし、新たな価値を創造していくこと。それが私たちの経営理念

の一つです。                    （住友商事・社長 中村 邦晴氏） 

―所長コメント：異なるものと連携・融合、異次元との結びつきが新しいものを造ってい

く。― 

 

 

ＫＮＣ ＮＥＴＷＯＲＫ ＮＥＷＳへのご意見・ご質問・ご感想は 

０６－６３０４－７８５７ または ｋａｉｋｅｉ＠ｋｎｃｃ．ｃｏ．ｊｐ  

までお寄せください。 

個人番号の記載がない扶養控除等申告書を受領した場合 

《税務》 

 平成 27 年中に個人番号の記載のない扶養控除等申告書を受

領した場合、平成 28 年以降、従業員に従業員等の個人番号を

補完記入してもらう必要はありません。 

 なお、平成 28 年分の給与所得の源泉徴収票（税務署提出用）

を作成するために、従業員から個人番号を取得する手段として、

平成 27 年中に提出された扶養控除等申告書へ個人番号の補完

記入を求めても差し支えありません。また、平成28年分の源泉徴

収票（税務署提出用）の作成に当たっては、平成 28 年末に提出

を受ける平成 29 年分の扶養控除等申告書に記載された個人番

号（平成 29 年分から扶養親族でなくなった者がいる場合には、当

該扶養親族の個人番号については別途取得が必要です。）を使

用することとしても差し支えありません。 

 

 

気になる記事：「世界の工場」中国に陰り、神鋼・・・投資を延期、ダイキン・・・国内回帰、「労働コスト」日本超す 

 「世界の工場」と呼ばれる製造業の拠点である中国の地位に陰りが見えている。中国の人件費は年１割程度の上昇が続き、日本貿易
振興機構によると工員の平均月給は北京が 566 ドル（約７万円）、上海が 474 ドルとなった。 

中国の成長鈍化で悪影響  《経営》 

 帝国データバンクは９月に全国の企業２万３千余社を対象に中

国の成長鈍化が日本企業に与える影響について調査しました。

それによりますと、25.４％の企業、実に４社に１社が自社の業績

に悪影響が出ると見込んでいることがわかりました。特に対中進

出が進む「製造」「卸売り」だけでなく、物流を担う「運輸・倉庫」も

３割台の企業が悪影響を見込んでいました。もっとも、「影響はな

い」も５割弱あり、最も多数でした。 

 中国の成長鈍化で企業全体の２割が売上の減少、１割が利益

の減少に直面すると認識。悪影響があると考える企業で見ると、

「売上が減少」75.８％、「利益が減少」が 42.９％。「中期的な経営

計画の見直し」を考える企業も 12.８％ありました。中国と経済活

動を行う時のリスクは「品質管理が困難」が 51.０％でトップ。以

下、「安全管理意識の低さ」「反日教育」「対日抗議行動」「不透明

な政策運営」が続きます。既に関わりのある企業は「賃金水準の

上昇」を大きなリスクと捉えています。中国との経済活動で日本企

業は（１）対日感情・安全保障リスク（２）恣意的な法律運用リスク

（３）コスト上昇リスク（４）契約・商習慣リスク（５）株式・不動産バブ

ルリスク（６）品質・安全管理リスク（７）雇用リスク－に直面する可

能性があるということです。 

 

事業税の課税  《税務》 

 事業税は、個人事業主に掛かる税金です。一律で 290 万円を

所得控除できる「事業所得控除」の額を、所得金額（青色申告特

別控除前）が超える人は、事業税が必要になる可能性が出てき

ます。 

 税率は多くの業種が５％です。それ以外のものとしては、あん

ま、マッサージ、指圧、はり、きゅう、柔道整復などは３％です。 

 また、文筆家、占いなどには掛からないとされているものの、請

負業は対象業種ですので、業務提供形態や都道府県によっては

課税されることもあるようです。 

 毎年３月 15 日までに都道府県に申告します。ただし、所得税の

確定申告や住民税の申告をした人は事業税の申告は必要ありま

せん。納付は８月と 11 月に郵送されてくる納税通知書で行いま

す。金額が少額である場合には１回での納付となります。 

 

当社の関係者が撮影した写真を、カレンダーに起用し、金

銭を支払いました。 《税務》 

個別の状況を判断して、必要があれば、賞金、報酬、給与等

のいずれかとして源泉徴収の対象とすることとなります。 

判断基準として、次の項目があげられます。 

① 当該カレンダーが非売品であるか否か。 

② 写真等の募集形態 

③ 支払う金額 

④ 使用目的 

⑤ その他、判断に必要な内容 

配布するカレンダーが、販売される場合には、事業関連性が高

いため給与とされます。 

売上に応じて支払う金額が増加する場合は、報酬とされます。 

カレンダーが会社の使用される予定で、起用する写真に順位を

設定し、その順位の応じて金銭を支払う場合、広告のために支払

う賞金等となります。 

この場合には、50 万円以下の場合は、源泉徴収を必要とはされ

ておりません。 

 


